
ごあいさつ

「力強く成長を続け、社会から必要とされる企業へ」

連結売上高 （億円）

株主の皆さまには、日頃から格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

　2009年4月に代表執行役社長に就任いたしました松﨑正年でございます。

「株主通信2009年春号」をご高覧いただくにあたりまして、ごあいさつ申し上げます。

　当期（2008年度：2008年4月1日から2009年3月31日まで）は、中期経営計画

『FORWARD（フォワード）08』の最終年度として、当社グループの成長と企業価値

の最大化の実現に向け、一丸となって邁進してまいりました。しかしながら、金融危機

に端を発した世界的な景気悪化の情況は当期後半に入って一層深刻化し、併せて円

の独歩高の急激な進行も加わり、当社グループの事業および業績に大きな影響を与

えました。

　この事業環境の激変の時こそ自らのポジションを高めるチャンスと捉え、より強く新

しい流れを創り出し、新たな成長につなげるため、2009年度及び2010年度の2年間

をその取り組み期間と位置づけた『経営方針〈09-10〉』を定めました。この方針に

沿って、諸環境の激変にも耐え得る“足腰のしっかりした企業体”へと体質改革を早急

に図り、そして来るべき景気回復の局面において機を逸することなく俊敏に成長軌道

を捉え、強い成長を実現するための既存事業の強化と新規事業の育成に注力してま

いります。

　私は、コニカミノルタのリーダーとして当社グループが「力強く成長を続け社会から

必要とされる企業となる」という強い意志をもって、世界中のグループ社員の先頭に

立ち、その実現に向けて全力を尽くしてまいります。今後とも、株主の皆さまの一層の

ご支援、ご鞭撻を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。
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連結営業利益 （億円）

連結当期純利益 （億円）

2006年度 2007年度 2008年度

10,276 10,715 9,478

2006年度 2007年度 2008年度

1,040
1,196

562

2006年度 2007年度 2008年度

725 688

151

トップインタビュー

2008年度業績の総括を
お願いします。

コニカミノルタホールディングス株式会社
代表執行役社長

松﨑 正年

Q1
　当社グループは、2006年に3ヵ年の中期経営

計画『FORWARD 08』を策定し、成長が見込ま

れる事業領域や市場に経営資源を集中して事業拡大を図

り、その中でトップポジションを目指す「ジャンルトップ戦略」

を強力に推進してきました。情報機器事業では欧米市場に

おいてオフィスおよびプロダクションプリント（デジタル印

刷）向けカラーMFP（デジタル複合機）分野でトップグルー

プのポジションを固めました。オプト事業では大型液晶テレ

ビ用VA-TACフィルム（視野角拡大フィルム）やDVD用光

ピックアップレンズで圧倒的なシェアを獲得しています。

　2008年度もこの戦略に則り、情報機器事業では新

製品を投入し、商品競争力を強化しました。またプロダク

ションプリント分野に強みを持つ欧州の情報機器メー

カー、オセ社との戦略的業務提携や米国の大手情報機

器販売会社、ダンカ・オフィス・イメージング社の買収な

ど、同事業の成長を加速させるグローバル戦略にも積極

的に取り組みました。オプト事業ではVA-TACフィルム

の新製品やBD（ブルーレイディスク）用光ピックアップ

レンズの販売を精力的に展開しました。

　しかしながら、第3四半期に入って、金融危機が一層深刻

化し、経済活動は世界的規模で急速に悪化しました。情報機

器事業では、企業の投資抑制や経費削減が顕著となり、

MFPの新規設置台数が伸び悩みました。個人消費の冷え込

みによりデジタル家電メーカーが大幅な減産調整を行なった

ため、オプト事業の主要製品の受注が急減しました。このよ

うに急激な世界景気の悪化は、当社グループの事業に大き

な影響を与えました。同時に、急進した円の独歩高も海外販

売比率の高い当社の業績には大きな打撃となりました。

　こうした状況を踏まえ、当社グループでは生産性の改善

やコストダウンの徹底、設備投資の抑制、経費削減に注力

するなど、総力を挙げて諸施策の推進に努めました。これ

らの結果、2008年度の連結売上高は9,478億円（前期

比12%減）となりました。また、利益については急進した

円高の影響を受け、営業利益は562億円（同53%減）、経

常利益は454億円（同56%減）、当期純利益は151億円

（同78%減）となりました。

　期末配当につきましては、厳しい経営環境ではあります

が、株主の皆さまの日頃のご支援にお応えするため、第2

四半期末にお知らせした通り1株当たり10円とさせてい

ただきました。
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